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１．麦・大豆生産の現状と課題及び課題解決に向けた取組方針 

※ 麦・大豆生産における課題（湿害対策、適期播種、土づくり、連作障害対策等の必要性等）を具体的に記載すること。
※ 課題解決に向けて取り組む内容及び今後の生産拡大に向けた方針を具体的に記載すること。

１現状と課題
（１）現状
南部町では、谷川、寺内、朝金地区において地域の中心的経営体３者（２法人と１生産者）が水稲との輪作※により麦（品種
名：ミナミノカオリ）・大豆（品種名：星のめぐみ、フクユタカ、サチユタカ）生産に取り組んでいる。その他、小規模農家も水田転
作として大豆の生産活動に取り組んでいるが、生産規模は横ばいとなっている。

中心的経営体の麦・大豆の生産推移（R2～R4）

作目 項目 R2 R3 R4

小麦

面積（a） 419 799.8 1048.0

収量（kg） 16,490 31,336 34,640

単位収量（kg/10a） 393.6 391.8 330.5

大豆

面積（a） 987.2 1471.1 2187.3

収量（kg） 5,050 13,364 17,568

単位収量（kg/10a） 51.2 90.8 80.3

※輪作のパターン
生産者A ①大豆/小麦 ②大豆/休 ③水稲/小麦 ④大豆/小麦 ⑤大豆/休
生産者B ①～④大豆 ⑤水稲
生産者C ①②大豆 ③水稲 ④⑤大豆



１．麦・大豆生産の現状と課題及び課題解決に向けた取組方針 

※ 麦・大豆生産における課題（湿害対策、適期播種、土づくり、連作障害対策等の必要性等）を具体的に記載すること。
※ 課題解決に向けて取り組む内容及び今後の生産拡大に向けた方針を具体的に記載すること。

（２）課題
①土壌についての課題
南部町の土地は、全般に花崗岩で形成される土層であるため、そこから生成される粘土質の土壌が水田の排水性を著しく
低下させている。このため、排水性により生産性が左右される畑作物などへの水田の作物転換が進んでおらず主食用米と飼
料用米を中心に生産活動が営まれている。麦や大豆の生産についても同様に排水性が低いことが様々な面で圃場管理に災
いしており収量は低く安定していない。とりわけ、近年は播種期から初期の生育期間に度々大雨に見舞われており、発芽不良
や病虫害の発生が頻発し、収量が低位で推移している大きな要因となっている。そこで、新たな営農技術の導入や圃場管理
のための機械基盤を強化し、これら様々な課題を解消していくことが必要である。

②集約についての課題
大豆の生産においては、連作障害回避のための対策が欠かせない
課題となっており、水稲との輪作や裏作での小麦の作付に取り組むこと
で地力を維持し収量低下を抑制しているが、それと同時に、適地の選定
にあたっては周囲の営農環境を十分に考慮し隣接する他の生産者の営
農から影響を受けにくい環境整備を整えていかなければならない。
そのようなことから、生産性の向上と水田における作物転換の効果的
な手法として、ほ場の集約による団地化の推進が重要課題である。

③需要に応じた生産についての課題
麦については、地元のパン製造販売事業者と農業者を中心とした、
「大山こむぎプロジェクト」を通じて販売している。
地元産小麦の需要は高く、実需者から生産量の拡大が求められて
いる。
大豆については、JA鳥取西部が全農とっとりを通じて実需者の
リョーコクショウジ（株）へ出荷している。
また、一部の生産者は、特別栽培といった特色ある栽培を行うことで、

図１ 令和３年７月大雨後の大豆ほ場。奥に広が
るのは水田。



大正屋醤油店との契約販売を行っている。いずれも、実需者からは品質の安定が最重要課題として求められている。
さらに、JA鳥取西部が所有する大豆乾燥共同利用施設についても、大豆生産者の面積拡大に伴う出荷数量の増加に加え、
早生品種の「星のめぐみ」は水稲の集荷作業と重複してしまうため、集荷制限をかけて乾燥・調製を行っている状況である。

④機械等生産基盤についての課題
現状、南部町における大豆生産は、南部町の中心的経営体である3者（2法人と1生産者）と農村振興公社が保有する農作
業機械に加えJA西部が広域で運用する乾燥等調製機械が基盤となり生産活動が行われている。
いずれも老朽化が進んでいるが、長く南部町全域の水田の作物転換の推進基盤としてその役割を担っていた農村振興公社
の収獲機械については、現在故障しており経営上の判断から大豆の生産作業の受託事業の廃止が検討されている。3者が
運用する農作業機械についても、前述した課題に十分に対応しているとは言えず、収量向上と今後の生産拡大のため機械基
盤の強化が必須の課題となっている。

図２
鳥取県産大山こむぎの商品。鳥取県内では学校給食での原料
としても採用され、国内で他にない生産者名の小麦粉を販売
しています。
（大山こむぎプロジェクトホームページより）

図３
鳥取県産大山こむぎを使用した、地元パン製造業者が製造し
たパン。

（大山こむぎプロジェクトホームページより）



２ 課題解決に向けた取組方針
①新たな営農技術の導入
生産基盤の強化に必要な新たな営農技術を導入し、生産に係る課題解消に取り組むことで生産拡大と収量の向上を推進

する。

作目 営農技術 取組の内容 取組面積(a)

小麦

①排水対策技術の
導入

・心土破砕を行い、硬盤に亀裂を作ることで排水性を高める。
（地下浸透と暗渠への連結）

（1,330.8a）
2012.8a

③効率的播種技術
の導入

・高速播種により作業効率を向上することで生産規模の拡大を推
進する。

（1,330.8a）
2012.8a

⑤土壌診断に基づ
く土づくり

・土壌診断を踏まえた施肥設計により品質と収量の向上を図る。
（1,330.8a）

2012.8a

大豆

①排水対策技術の
導入

・心土破砕を行い、硬盤に亀裂を作ることで排水性を高める。
（地下浸透と暗渠への連結）

（2,260a）
1519.1a

③効率的播種技術
の導入

・狭畦密植栽培を導入し、除草等圃場管理の効率化を図り作業時
間を短縮することで、生産規模の拡大を推進する。

（2,260a）
1519.1a

⑤土壌診断に基づ
く土づくり

・土壌診断を踏まえた施肥設計により品質と収量の向上を図る。
（2,260a）

1519.1a



②団地化の推進
作業効率や隣接する水田からの流入水抑制、用水施設の効率的運用の観点から、まとまった単位を基礎としたほ場の団地化
の推進に取り組む。まずは、中心となる3者の経営耕地内で生産ほ場の集約を進め、周辺で営農活動に取り組む農業者への横展
開につなげたい。そのうえで、後継者問題に悩む地域の農業者との話し合いを通じて、その先の地域内でのﾌﾞﾛｯｸﾛｰﾃｰｼｮﾝ構築
に取り組む。

（単位：a）

③需要に応じた生産・販売の実現
麦については、「大山こむぎプロジェクト」を通じてパン製造販売事業者や学校給食等の実需者が希望する品質や生産量の把握
を行う。
大豆については、JA鳥取西部と全農とっとり、大正屋醤油と連携し、需要の高い品種である「サチユタカ」と「フクユタカ」を中心と
して安定生産と生産拡大を図る。
また、課題となっている出荷・調製については、生産者が乾燥・粗選機を導入を行うことで集荷の分散を図るとともに、並行して

JA鳥取西部においても、安定生産の推進に向け、大豆乾燥共同利用施設の改修を検討していく。

④高性能機械の導入による生産基盤の強化
高性能機械を導入し、大きな課題となっている排水対策の徹底を図り、適期作業及び効率的作業を行うことで、収量の向上及び
生産面積の拡大を図る。

作目
R4（現状） R5 R7（目標）

作付 団地 作付 団地 作付 団地

小麦 1048.0 0 2012.8 395.5 1,500.0 400.0

大豆 2,187.3 0 1519.1 526.0 2,600.0 630.5



２．産地と実需者との連携方針 

（１）系統出荷/大豆、小麦
鳥取県の「サチユタカ」は十分に需要がある品種であると評価される一方、品質評価は低く、加工特性が明らかとなっている
「サチユタカ」、「フクユタカ」の供給増が求められている。
そのため、産地としては実需者ニーズの高い２品種を主に単収向上と品質向上を図るとともに、播種前入札制度により、安
定取引を実施する。

大豆

※JA鳥取西部が集荷する圏域の数値を記載している。（米子市、日吉津村、大山町、伯耆町、日野町、江府町、日南町、南部町）

小麦

※ 産地と実需者については具体的な名称を記載すること。
※ 麦の実需者は、麦を原料とした加工品等の製造を業とする者（製粉会社、製パン会社、製麺会社等）とする。
※ 大豆の実需者は、大豆を原料とした加工品等の製造を業とする者、大豆の販売を業とする者及びこれらの者が組織する法人その他の団体とする。

 なお、販売を業とする者を実需者とする場合は、その者が販売する先（最終実需者）について、代表的な者の名称を記載すること。
※ 産地と実需者それぞれの国産麦・大豆取扱量の現状とおおむねの目標値を記載すること。

JA鳥取西部

R4 出荷数量：7,488袋/30kg

R7 目標数量：8,650㎏/30kg

全農とっとり
（全農西日本事業所）

リョーコクショウジ㈱

R4 買取実績：7,488袋/30kg

R7 目標数量：8,650袋/30kg

産     地                

（契約生産者より集荷） 
委託販売 委託先 販売先 実需者 

ＪＡ鳥取西部 

R4出荷数量：8,320袋/30kg 

R7目標数量：9,612袋/30kg 

⇒ 

全農とっとり      

（全農西日本事業所）  

  

⇒ 

リョーコクショウジ㈱ 

 R4買取実績：6,551袋/30kg 

R7買取目標：7,564袋/30kg  

 

㈱福成農園
R4 出荷数量：34,640㎏
R7 目標数量：54,750㎏

㈱大山こむぎプロジェクト
R4 出荷数量：34,640㎏
R7 目標数量：54,750㎏



２．産地と実需者との連携方針 
（２）系統外出荷/JA西部を通じた系統出荷以外の状況

大豆
・実需者 … 大正屋醤油店（島根県）
・需要動向  … 島根県安来市で醤油や味噌の製造販売を行う。大正から続く昔ながらの製法と地域資源を原材料と

した加工製造を行っており。製品は、山陰を中心に販売される他、ECを活用した販売により全国で顧
客拡大の取り組みが進められている。安心安全を製品コンセプトとし、醤油の加工原料である大豆に
ついても、減農薬へのこだわりから今回プランに参画する実施事業者と連携し原料を調達している。

・品質の評価… 令和4年度まで大豆の品種として「サチユタカ」の栽培に取り組み、大正屋醤油店の醤油の原材料として
収穫物の供給を行うが、収穫物が（加工で許容される）特定加工用規格であっても収量が安定しない
ことが課題とされてきた。この課題を解消するため、令和5年度からは、身太りの優位性と加工適正を
考慮したうえで、「フクユタカ」に品種転換を行う。

・需要量 … 大正屋醤油店が求める、原材料としての需要量6,000㎏に見合う生産規模と単収の増加に取り組む。

小麦
・実需者 … 株式会社大山こむぎプロジェクト
・需要動向  … 鳥取県西部で大山のふもと市町村で生産された小麦を、地元パン屋（よしパン、麦の屋、満てん）や

学校給食用（米子市）のパンの原料として供給する。原材料の供給については、すべての原料を鳥
取県内産としているが、供給先やシェア拡大を進める。

・品質の評価… これまで、小麦の品種として「ミナミノカオリ」の栽培に取り組んできたが、加工製品の適正に応じた品
種に対応した新たな品種の導入に取り組む。（食パン製造に「はる風ふわり」、フランスパンには「さち
かおり」）

・需要量 … 収穫量に応じて、学校給食やパン屋等の製造事業者に原材料としての小麦粉を販売するが、プロジ
ェクトの推進のための供給量として50,000㎏の収穫を目指している。

※ 産地と実需者については具体的な名称を記載すること。
※ 麦の実需者は、麦を原料とした加工品等の製造を業とする者（製粉会社、製パン会社、製麺会社等）とする。
※ 大豆の実需者は、大豆を原料とした加工品等の製造を業とする者、大豆の販売を業とする者及びこれらの者が組織する法人その他の団体とする。

 なお、販売を業とする者を実需者とする場合は、その者が販売する先（最終実需者）について、代表的な者の名称を記載すること。
※ 産地と実需者それぞれの国産麦・大豆取扱量の現状とおおむねの目標値を記載すること。



※ 産地と実需者との連携について、図等を用いて明示すること。
※ 取組の中心となる農業者等を必ず位置付けること。

３．麦・大豆の国産化に向けた推進体制及び各関係者の役割 

鳥取県

事業計画に基
づいた推進

生産振興課 水
田作物担当

（農林水産部農
業振興監）

・事業全体の情
報提供

・産地の進捗管
理

・国との協議

農業試験場

（農林水産部農
業振興監）

・技術指導、助言

情報提供

情報共有

生産
者

取組実施

産地

事業計画に基づいた推進

とりまと
め・協議

JA鳥取西部・全
農とっとり
・作付推進
・営農指導

・実需との協議

土地改良区

・水系に関する
協議

農業委員会

・農地斡旋

西部総合事務所
農林局

・事業の情報提
供

・技術指導

南部町農業再生
協議会

・実施主体
・計画策定

南部町
・連絡体制の構築

・情報共有

実需者

リョーコクショウ
ジ（株）
（大豆）

大正屋醤油店
（大豆）

JA鳥取西

部・全農を
通じた販売

情報共有

JA鳥取西

部・全農を
通じた販売

契約販売

契約販売

大山こむぎプロ
ジェクト

（よしパン、麦
の屋、満てん、
学校給食（米
子市））
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